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【補論】柴田の議論と垂直的統合分析との関連

Ⅰ　はじめに

　西（2013），（2014）において，筆者は，柴田敬
の 議 論（Shibata（1938），柴 田（1941），（1942））
との関連でオーストリア学派的な生産構造にお
ける投入経路の循環性と平均生産期間との関
係について議論したが，その際，詳しく述べな
かったことに，（1）「生存基本方程式」と「価値
方程式」との相似性（西（2013）の注11，あるい
は西（2014）の注12），（2）「生存基本」と「資本」
との関係（西（2013）の注 5，西（2014）の注 3），
があった。本稿においては，それらの論点，およ
びそこから派生する論点について検討する 1）。
　全体の構成は以下のようである。Ⅱ章では，
拙稿で述べた生存基本方程式と価値方程式の
相似性，Ⅲ章では，生存基本の資本への転化問
題，Ⅳ章では，Ⅲ章で導く資本についての方程
式が価格方程式と相似性をもつこと，について
それぞれ論じる。なお簡潔を期すため，本稿で
は，これまでに拙稿にて議論されてきた内容に
ついては議論の前提とし，細かくはふりかえら
ない。

Ⅱ　�「生存基本方程式」と「価値方程式」
との相似性

　最初に，価値方程式と生存基本方程式（その
意味については後述）の相似性について述べ
る。なお，西（2013）での柴田敬の議論との関連
では，柴田は生存基本を消費財単位で定義して
いるので実質賃金率（一単位の直接労働と交換
される消費財の量）ｗで考えるべきかもしれな
いが，Ⅳ章での資本方程式と価格方程式との対
応関係などの議論をわかりやすくするため貨幣
賃金率ωで考え，労働者は貨幣賃金という生存
基本を受け取ると考える。もちろん，w＝ω/p2

（ここでp2 は消費財価格）である 2 ）。
　拙稿同様，資本財と消費財の 2 財で考える。
まず，価値方程式を定義する。資本財を一単位
生産するのに要する資本財の量をa1 ，直接労働
量をτ1 とし，消費財を一単位生産するのに要す
るそれぞれの量をa2 ，τ2 とすると，t1 ，t2 をそ
れぞれ資本財，消費財の価値とするならば，以
下の関係が成り立つ。

　
　

周知の価値方程式である。なお，純生産可能条
件 1 ＞a 1 が成立しているものとする（これは以
下のⅢ，Ⅳ章の議論でも同様である）3 ）。
　拙稿において述べたことから，消費財を一単
位生産するために労働者に前貸しされていなけ
ればならない生存基本額は，
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　 �
（1）

となる 4 ）。つまりt2 は，今期において消費財一
単位が生産されるためにこれまでに投下されて
いなければならない労働総量であるから，それ
にωを掛けるということは，そのためにこれま
でに前貸しされなければならなかった生存基本
額を求めることを意味する。これはまた，以下
のような生産構造を仮定するならば今期の労働
者への前貸し額にも等しい 5 ）。
　つぎに，消費財一単位をこれから毎期生産し
続けるためにこれまでに支払われていなければ
ならない生存基本の総額を考える。これも拙稿
にて議論したように，

　
　

　 � （2）

となる 6 ）。これだけの額の生存基本がこれまで
に前貸しされていれば，これから永続的に一単
位ずつ消費財を生産していくことが可能とな
る。つまり，今期，労働者が生産する一単位の
消費財のいくばくかが来期首に労働者の前貸し
として使われることで消費財が一単位，その次
の期に消費財になる資本財，その次の次の期に
消費財になる資本財，等々が生産されることに
より，そのことが可能となるのである。
　さて，消費財を生産するためには資本財が必
要である。資本財一単位を生産するためにこれ
までに前払いされていなければならない生存基
本額は，

　
　

になる。さて，拙稿によれば，資本財一単位を

生産し続けるために要する生存基本の総量は，
各生産段階において前払いされた生存基本に生
産成熟期間を掛けたものの総和であったから，

　
　

となる。これはもちろん価値方程式を考慮すれ
ば，

　

になることはいうまでもない。
　さて以上のことから，これらの諸量の間には
次のような関係があることがわかる。
　先の価値方程式から，t1 ，t2 を陽表的に表せ
ばそれぞれ，

　

　

となる。他方，（2）式で表わされる生存基本と
交換に労働者が投下した労働総量をS 1，（1）式
で表わされる生存基本と交換に労働者が投下し
たそれをS 2 とすると，

　

　

となるので，ここから，

　
　

という関係が成立することとなる。これは各財
一単位を生産し続けるために要する生存基本
額を決める連立方程式であり，先の価値方程式
と相似形になっていることは容易にわかるで
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あろう。以下，これを「生存基本方程式」と呼
ぶ。相似性とはもちろん，価値方程式における
t1 ，t2 が，生存基本方程式においてはそれぞれ
ωS1 ，ωS2 と な り，τ1 ，τ2 ，がωt1 ，ωt2 と な っ
ているということである。もちろん，その次元

（Dimension）は異なっている。価値方程式の両
辺が労働単位であるのに対して，生存基本方程
式のそれは貨幣単位である。
　さてここから，生産係数a1 ，a2 ，τ1 ，τ2 が与え
られれば各財の労働価値t1 ，t2 が決まり，さら
にωが与えられれば，無限級数の和を求めなく
とも各財一単位を生産し続けるのに要する生存
基本額を知ることができる。

　なぜこのような相似性が成り立つかといえ
ば，以下のようである。
　資本財で考えると，資本財を一単位だけ生産
するためにはωτ1 とωa1t 1 だけ生存基本が前払
いされていなければならず，その総計はωt1 で
ある。よって，ωをキャンセルすれば（生存基
本の前払いという点から考えると）価値方程式
はこのような形になる。生存基本方程式が成り
立つのも同様の理由による。
　資本財を一単位生産し続けるために今期に
労働者に前払いされなければならない生存基
本 はω（τ1 ＋a1τ1 ＋a1

2τ1＋a1
3τ1 ＋a1

4τ1 ＋a1
5τ1

＋…）＝ωt1 であった。よって資本財の生存基
本方程式の右辺の第二項がωt 1 となっている。
しかし徒手空挙で生産をするわけにはいかない
ので，そのためには資本財を生産し続けるため
に要する資本財を生産し続けるための体制が整
えられていなければならない。ところで，資本
財一単位を生産し続けるために要する生存基本
はω（τ1 ＋2a 1τ1 ＋3a1

2τ1 ＋4a1
3τ1 ＋5a1

4τ1 ＋…）
＝ｗS1 であった。よって，資本財を一単位生産
し続けるために必要な資本財を生産するには，
つまり資本財をa1 単位生産し続けるためには，

ωa 1（τ1 ＋2a 1τ1 ＋3a1
2τ1 ＋4a1

3τ1 ＋5a1
4τ1 ＋…）

＝a1ωS1 だけの生存基本が必要となることは
明らかであろう。これが資本財の生存基本方程
式の右辺の第一項をなしているのである。した
がって，資本財の生存基本量はωS1 ＝a1ωS1 ＋
ωt1 で表わされることとなる。消費財に関して
も同様に考えられよう 7 ）。

Ⅲ　生存基本の資本への転化

　生存基本を単利で利殖する場合，元本として
の生存基本には変化は生じない。しかし，複利
で利殖される場合，生存基本に利子の利子がつ
くので元本自体が利子率に依存するようにな
る。よって複利利殖を考えるならば，生存基本
に資本利子を加えて「資本」に転化することを
考えねばならない 8 ）。
　その問題を次に考える。そのためには，それ
ぞれの期間に投下された生存基本量に日付を
つけなければならない。この場合，日付をつけ
るとは，各々の労働が投下された期間を考慮
して，生存基本の現在価値を考えることであ
る 9）。今期を 0 期とし，前期を－1 期，前々期
を－2 期，というように考える。また以下では， 
1 －（1 ＋r）a1 ＞ 0 という条件が満たされるも
のとする。ここでr は資本利子率である。この
条件が成り立てば，1 ＞a1 が成り立つことはい
うまでもない。
　まず資本財を一単位生産し続けるために要す
る資本額について考える。最初に，今期（0 期）
首に投下される資本額を考えよう。この生存基
本分は資本に含まれる。しかしそれにつく資本
利子は今期の資本投下の結果として今期末につ
け加わるのだから，今期の資本に参与しない。
よって今期首につけ加わる資本額は，

　

　

である。次に，前期（－1 期）首においてつけ加

資本財 消費財

価値方程式

生存基本方程式
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えられた資本額について考える。前期において
投下された生存基本分にはr パーセントだけの
利子がつけ加わる。よって，

　

　

となる。前期において投下された労働に支払わ
れた生存基本は，今期においてこれだけの価値
を有する。
　さて次に－2 期についてであるが，－2 期首
に投下された生存基本分は今期にいたるまでに
二度，資本に参与することとなる。つまり－2
期の生産活動によってその賃金費用に利子が加
わり，その利子に対して－1 期の生産活動で複
利的に利子がつけ加わることとなる。つまり利
子の利子が加えられねばならないので，その生
存基本分は（1 ＋r）2 倍されなければならない。
よって，

　

　

となる。さて，このような推論を繰り返してい
くと各期についての一連の無限等比級数が得ら
れるが，これらの総計が資本財生産における資
本の総額となる。
　以上のように考えていけばよいのだが，実は
このように考えなくとも次のように考えれば
よい。つまり，西（2013），74ページの図 1 の縦
棒グラフのような図があるが，これはそれぞれ
の期間に投下された総労働量を表わしている。
よって，右から一番目のt1 にωを掛け，その左
どなりのa1t 1 にω（1＋r）を掛け，さらにその
となりのa1

2t 1 にω（1＋r）2 を掛け，という操作
を繰り返し，それらを加えあわせればよいので
ある。そうすると資本財一単位を生産し続ける
のに要する資本の総額は，

　
　
　

　

　

と な る。こ れ を 以 下，Ｋ1 で 表 わ す。こ こ で
r ＝ 0 とすれば，先の生存基本ωS1 に戻ること
はいうまでもない。
　消費財一単位を生産し続けるのに要する資本
についても同様に考えれば，それは，

　
　
　

　

　

となり，上記のＫ1 を代入すると，

　

となる。これを以下，Ｋ2 で表わす。もちろんこ
こでr ＝0 とすれば，先の生存基本ωS2 に戻る。
　このように，生存基本は資本利子が加えられ
ることによって（つまり時間の問題が考慮され
ることによって）資本に転化されることとなる。

Ⅳ　�「資本方程式」と「価格方程式」
との相似性

　Ⅱ章で，生存基本方程式と価値方程式との相
似性について述べた。同様に考えると，資本に
ついての式と価格方程式との間にもなんらか
の相似性があるのではないかと予想される。次
に，その問題を考える。
　まず，以下の議論の前提として「価格方程式」

生存基本Subsistence-Fundと資本Capitalについてのノート-西（2013），（2014）への補論-
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を定義しておく。

　
　

ここでp1 ，p 2 はそれぞれ資本財価格，消費財
価格を表わす。これは通例の生産価格の式であ
る。先にも述べたようにr はベーム・バヴェル
クでいえば資本利子率であるが，マルクスにお
いては均等利潤率である 10）。
　さて，本論に入る前に，Ⅱ章で述べた，各財
を一単位だけ生産するために要する生存基本を
資本に転化すればどうなるかをみる。なお，資
本財に関してのみ考察しよう。資本財を一単位
生産するのに要する生存基本は ωt1 であった
が，これもⅢ章での転化手続きと同様に考え，
その現在価値を求めると，

　
　

　

となる。これが，今期末には資本利子の分だけ
増殖する結果として一単位の資本財になるので
あるから，

　

が成立するはずである。よって，

　

が成立する。
　ということは，（a1p1 ＋ωτ1 ）だけの資本が一
期だけ投資されることによりp1 になるのであ
るから，生存基本としてωt1 であったものは，
資本としての価値では（a1p1 ＋ωτ1）であるこ
とを意味する。同様な推論より，消費財を一単
位だけ生産するのに要する生存基本ωt2 は，資
本量としては（a2p1 ＋ωτ2 ）となる 11）。

　さてこれだけのことを前提して本論に入る。
Ⅲ章で定義したK1 ，K2 は今期の資本額であっ
た。これだけの資本は今期末になると全体が 

（1 ＋r）倍に増殖することとなる。いま，その
（1 ＋r）K1 ，（1 ＋r）K2 を そ れ ぞ れκ1 ，κ2 と 定
義しなおす。そうすると，κ1 については

　

となる。この式を整理すると，

　

となる。次にκ2 については

　

　　
　　

となる。
　以上の推論からわかるようにκ1 ，κ2 につい
ての式（これは今期の資本量に（1 ＋r）が掛っ
たものなので命名が難しいが，一応便宜的に，

「資本方程式」と名づけておく）は，予想通り，
価格方程式と相似性をもつことがわかる 12）。Ⅱ
章の議論より生産係数a1 ，a2 ，τ1 ，τ2 が与えら
れればt1 ，t2 は決まるので，さらにωが与えら
れれば価格方程式よりr と価格比p1 /p2 が決ま
る。そこから資本方程式より，κ1 ，κ2 が決まる。
先と同様，表にすると，

となる。ここでの相似性とは先と同様に，価格
方程式においてp1 ，p2 となっているものが，資
本方程式においてはそれぞれκ1 ，κ2 ，つまり

（1 ＋r）K1 ，（1 ＋r）K2 となり，τ1 ，τ2 となって

資本財 消費財

価格方程式

資本方程式
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いるものがt1 ，t2 となっているということであ
る 13）。
　なぜ資本方程式がこのような形になるかをい
えば，以下のようである。
　価格方程式においては，資本財で考えれば，
資本財を一単位だけ生産するために要する資本

（a1p1 ＋ωτ1 ）を投下してp1 だけの価値が生み
出される。資本方程式が成り立つのも同様の理
由による。Ⅲ章の議論から，今期において資本
に入り込むのはωt1 であった。それが一期間利
殖されるのだから今期末にはそれは（1 ＋r）ωt 1

に増殖しているはずである。次に，－1 期以前
において投資された生存基本が利殖される結
果，その部分が今期においてどのような資本量
になっているかを考える。これも明らかなよう
に，－1 期以前に投資された生存基本に利子が
ついたものをすべて足し合わせたものになる

（あるいは今期の資本量K1 から今期首に新たに
つけ加えられた部分ωt1 を差し引いたものにな
る）。つまりそれは，

　

　

となる。そしてこれだけの量は，今期末には
利子がついて（1 ＋r）倍されるのであるから，

（1 ＋r）a1κ1 となっているはずである。これに
先の（1 ＋r）ωt1 を加えると（1 ＋r）（a1κ1 ＋ωt1 ）
となる（式の右辺）。これがK1 を一期間利殖し
たものに等しくなる，つまり（1 ＋r）K1 ＝κ1 に
なる（式の左辺）のであるから，先の資本財の
資本方程式が成立することとなるのである。消
費財の資本方程式についても同様に考えられよ 
う 14）。

Ⅴ　おわりに

　以上，拙稿において触れることのできなかっ
た論点について述べた。本文には述べなかった
が，柴田の一連の議論は現代の経済学とも関連

性をもっている 15）。これらの問題を考えること
が次の課題である。

　【補論】柴田の議論と垂直的統合分析との関連
　これまでの拙稿においては，柴田が自己回帰
的な投入経路をもつ生産構造のもとで平均生産
期間を定義する方法を考えたところを評価して
きた。しかし学説史的に考えれば，柴田の業績
はそれにおとらず，生産構造のもつ経済理論へ
の意味が重要である。つまりジェボンズ＝ベー
ム・バヴェルクの生存基本・資本の三角形（た
だし細かいことをいえば，資本の場合には複利
利子がつくため三角形にはならないが）におい
ては，ある最終生産物に関して過去になされた
経済活動の途中経過が現在において再生産され
ているというその構造そのものが重要なので
ある。そしてそれは以下に述べることと関係す
る。
　拙稿において筆者は，柴田がワルラス的生産
構造とベーム的生産構造を結びつけようとした
と述べたが，パシネッティ（1988）より，柴田
の試みと，パシネッティが投入産出分析と彼の
いう垂直的統合部門分析とをむすびつけようと
した試みが論理的に相似的であることがわか
る（ただし，拙稿においても述べたように柴田
の議論は一財モデルでなされているため，その
関係はわかりにくい。それを拙稿でおこなった
ように二部門モデルに書きかえると明らかにな
る）。つまり柴田の試みは，パシネッティのいう
垂直的統合分析をオーストリア学派的な生産構
造に応用するというものなのである。この生産
構造論という点から考えても，柴田の議論は現
代の経済学に対して十分なインプリケーション
をもつといえる。
　本稿においてはこの問題が主題ではないの
でその具体的展開は別稿に委ねざるをえない
のであるが，たとえば，生存基本の問題につ
いて次のようなことを指摘することができ
る。西（2013）の73ページの一番最後の生存基
本の式を見てみる。それを書きかえると次の
ようになる（定義は西（2013）と同じとする）。 
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S＝τ（I－A）－1（I－A）－1＝tA（I－A）－1＋τ（I－
A）－1。ここでA（I－A）－1 はパシネッティのい
う「垂直的統合生産能力単位」，τ（I－A）－1 は

「垂直的統合労働係数」である（パシネッティ
（1988），36-37ページ）。つまり生存基本の式は
「垂直的統合生産能力単位」行列と「垂直的統合
労働係数」ベクターの線形和で表わすことがで
きることがわかる（柴田は消費財だけが一単位
純生産される場合を想定していたわけであるか
ら，柴田が得た生存基本の式を得るためには，
二部門で考え第一部門が資本財，第二部門が消
費財であるとすると，この行列に貨幣賃金率ω
というスカラーを掛け，かつ第一要素が 0，第
二要素が 1 である列ベクターを後ろから掛けれ
ばよい）。つまり柴田の議論は，彼の議論におい
て唯一の最終財である消費財生産に関する垂直
的統合生産能力を構成していくという作業だっ
たのである。
　そして重要なのは，柴田の議論がパシネッ
ティの議論への現実的な基礎を与えるというこ
とである。パシネッティが垂直的統合生産能力
を構成していくのは，あくまで投入係数行列と
労働投入係数ベクターを使っての論理的，数学
的操作にすぎない。そのように考えると，たと
えば行列Aのベキ級数を考えるとき，それが過
去にさかのぼるプロセスであるかのように解さ
れてしまうこととなる。それに対して柴田のよ
うに同時並列的な生産構造を考えることによ
り，パシネッティの操作は今期の諸数量につい
てなされることとなるという意味で現実的な意
味を帯びることとなる。いずれにせよ，柴田の
議論とパシネッティのそれとの関係は別稿にて
論じる予定である。
　またパシネッティ（1988）における議論はス
ラッファの「小体系Sub-Systems」の議論を一
般化したものであるといえる（Sraffa（1960））。
よって当然のことながら，柴田とスラッファの
議論にも共通性が存在することとなる。スラッ
ファは，Sraffa（1960）の序文において，そこで
展開される議論は，1920年代の終わりごろには
中心的命題は整っていたと述べ，標準商品や結

合生産，固定資本のような特定の論点は30年
代と40年代の初期に仕上げられたと述べてい
る。よって財の価値を単線直線的な労働量の系
列として考えるアプローチをスラッファが考え
たのは柴田より若干早かったかもしれないが，
他方，スラッファはこのような垂直的統合アプ
ローチ（価値・価格論の関連でいえば，いわゆ
るcommodity アプローチに対するlabourアプ
ローチ）についてはそれほど詳細には検討しな
かったのに対して，柴田が注意を集中したの
はそれであった。いずれにせよ，柴田とスラッ
ファがほぼ同時代に，主流派経済学を批判する
という文脈で，同様な方法論を考えていたこと
はたいへん興味深いことである。この問題も別
稿にて論じたい。

注
1 ）なお以下，参照文献として西（2013），（2014）の両

論文を同時に指す場合には，標記の煩雑さをさけ
るため「拙稿」とする。さて，その拙稿については
申し添えなければならないことがある。西（2013）
での「生存基本」という用語の使い方が間違って
いたことを述べておきたい。そこでは，たとえば
消費財を一単位生産し続けるためにこれまでに投
下されていなければならない労働量（後に定義さ
れるS2）を「生存基本」と呼んだところがあった。
しかしそのなかには，労働者への前貸し分だけで
はなくそれが生み出した剰余労働の分が含まれて
いる（ｗを実質賃金率とすれば，労働者への前貸
し分の消費財単位の量がwS2 なので，それは労働
価値単位ではwS2t 2 となる。S 2 はS2＝wS2t 2＋S2

（1 －wt2）と分割でき，右辺第一項が労働者への
前貸し総消費財の価値（これまで支出されてきた
可変資本の総価値量），第二項が剰余労働の総量
となる）。「生存基本」を労働者への前貸し分wS2t 2

のみとしてとらえれば，拙稿での「生存基本」とい
う呼び名は適当でない。またそもそも柴田は生存
基本を消費財単位によって定義しているので，そ
れならばwS2 とするのが正当であろう。いずれに
せよ適当でないので訂正しておく。なお，本稿に
おいては注 2 で述べる理由により，生存基本を労
働者が受け取る貨幣賃金額で考え，すべての労働
量に貨幣賃金率ωを掛けて考える。なお紙幅が限
られているので，途中の計算プロセスは（1），（2）
式を除いて省略する。また【補論】として，本稿で
とり上げる柴田の生産構造論の現代経済学との接
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点についてすこし述べる。なお以降，柴田の用語
にならい，基本的に，資本家が消費財を労働者に
前貸しして増殖させることを（古めかしい表現か
もしれないが）生存基本を「利殖する」と表現する
ことがある。なお本稿作成に際し，『季刊　経済理
論』のレフェリーの先生方からいただいたご教示
に感謝する。

2 ）なぜそうするかは以下のような理由による。つま
り，消費財単位量で考えようとすれば，体系全体
をp2 をニュメレールとして基準化しなければな
らないが，そうすると生存基本から消費財価格を
導くとき消費財価格が 1 になってしまうので，Ⅳ
章で述べる価格方程式と消費財生産のための資本
量との対応関係がわかりにくくなってしまうから
である（つまり，1 とp2 で基準化された資本量と
を対応づけなければならなくなるので。もちろん，
実質賃金率で考えるならば，後で比較の時に式に
p2 を掛ければよい）。これは，そのような類似性
の議論をわかりやすくするための便宜的手法であ
り，消費財単位で考えたければ全体の数量を消費
財価格p2 で割ればよいだけであるので，ωで考え
てもなんら問題はない。ただ，数式の表現が異な
るだけである。

3 ）以下では，ある期間に投資される生存基本（資本）
はその期間の始め（それを期首と呼ぶ）に，前期か
ら受け継がれてきた生存基本（資本）につけ加わ
り，その成果である生産物は期末に生み出される
と考える。よって以下，今期の生存基本（資本）と
いう表現が出てくるが，それは今期首までに蓄積
されたものではなく，それに今期投下される生存
基本（資本）を含んだものを指す。

4 ）なお以下，1 ＞a1 ＞ 0 が前提されている。式（1）
が成立することを示せば，その，最初のτ1 を除い
た第n項までの総和は，

　　　

　　となるが，このマル括弧のなかの総和は1 /（1 －
a1）であることは，乗数の公式などですでに明らか
であろう。よってa2τ1/（1 －a 1）となるので，これ
とτ1 との和は価値方程式よりt2 となるので，ωを
掛けるとωt2 となる。

5 ）当然のことながら，労働が投下される時間の問題
を考慮するならばこれらの価値額は異なることと
なる。なお，この問題はⅣ章でもふれる。

6 ）煩瑣になるので，それぞれの数量に掛るωは省略
する。式（2）をS とおき，それを二つの部分級数
に分割する。

　　　
　　　

　　　　
　　　　
　　　　
　　　　

　　ここで，マル括弧で括った部分の和の第一項を 
 
S1，第二項をS2 と定義する。級数　　 ，　　 がそ
 
れぞれa，b に収束するならば　　　　　 はa＋b
 
に収束するので，級数S1 とS2 の収束を確認して
極限値を求め，その和を考える。ところで，S1 は
先にみたようにt2 となるのであった。よって後は，
S2 について考えればよい。S2 の第n 項までの和
は，

　　　
　　　

　　となる。この式から，同式の両辺にa1 を掛けたも
のを辺々差し引くと，

　　　
　　　

　　がえられる。ここで，n →∞のとき，na 1n → 0 とな
ることが示せたとすると，S2 は収束し，

　　　

　　となる（三つめの式は，Ⅱ章の価値方程式より）。
よって，S1 とS2 との和は，（2）式に等しいことに
なる。よって，n →∞のとき，na 1n → 0 となること
を示さねばならない。

　　　1 ＞a1 ＞0 であるので，a1 ＝1/（1＋ｈ），ｈ＞0，
とおくことができる。二項定理より，n ≧ 2 のと
き，

　　　

　　　

　　という関係が成立するが，ここから，
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　　となる。ここで任意のε＞ 0 に対して（n0－1 ）h2

＞2 /εとなるn0∊N（Nは自然数の集合を表わす）
をとれば，任意のn ≧n0 に対して，

　　　

　　となる。よって，na 1n → 0 となる。
7 ）この生存基本方程式の一般形は松尾（1994），135

ページに見いだされる。なお，この式はωについ
て同次であるので，価値方程式との対応関係をよ
り明瞭にするためにωを両辺でキャンセルしてし
まえばよいように思える。しかし，ωS2 とS2 には
注 1 で述べたと同様な違いがある（それは単に，
価値単位か価格単位かという違いにとどまらな
い）ので，消去してしまうとこの式は「生存基本」
を決める式とはいえなくなってしまう。

8 ）以下のような計算を柴田が実際におこなってい
るわけではないが，その基本的な考え方の筋道
は与えている（柴田（1942），第 4 章）。なお，柴田

（1942），88ページでは，生存基本が単利で利殖さ
れる原理は「生存基本利殖的経済論理」，「生存基
本単利計算利殖的経済論理」，複利で利殖される
原理は，「資本利殖的経済論理」，「生存基本複利計
算利殖的経済論理」と呼ばれている。なお，拙稿に
おいては，柴田の議論のうち，循環的な投入構造
でも平均生産期間が定義できるというところに力
点をおき，その業績を評価した。そして柴田にお
いては，彼のいう「生存基本単利計算利殖的経済
論理」を説明するために，単利で生存基本が投資
される場合の経済論理の考察をしているのである
から，そのような評価は妥当なものであると考え
る。しかし現実には，資本は複利で利殖されるこ
ととなる。つまり柴田のいう「生存基本複利計算
利殖的経済論理」が現実の資本主義における経済
論理であるとするならば，先の柴田の理論的貢献
をその観点から評価すれば，次のような問題点を
指摘することができることになる。利子率から独
立に資本（あるいは厳密には資本産出量比率）を
測定するという点からすれば，平均生産期間概念
でそれをすることの困難さはヴィクセルによって
すでに知られていたところである。そして，これ
はヴィクセルが仮定した単線的生産構造であって
も自己回帰的な投入経路をもつ生産構造でも同じ
ことである。つまりそのような議論は，生存基本
が単利で利殖される場合か，複利であっても利子
率が限りなく小さい場合においてしか成り立たな
いのである（そのため，ヴィクセルは平均生産期
間概念を捨て，絶対生産期間で考えるように戦略
変更したことも知られている。この点については
ルッツ（1963）に詳しい）。複利で考えるならば，利

子率が大きくなると非線形項の作用によって，生
存基本の価値は真の資本価値からは大きく乖離
していくこととなる。よって拙稿がとり上げた柴
田の議論は，複利で利殖されるという一般的な場
合を想定するならば，利子率が限りなく小さく近
似的に労働価値説が成り立つような場合にしか成
り立たないという条件を認識しておく必要がある

（このことはなんら不思議なことではない。Ⅲ章の
議論でみるように，資本や最終生産物は利子率が
ゼロならば生存基本に還元されてしまうが，生存
基本は貨幣賃金率ωが与えられれば労働量に還元
されてしまうからである）。しかし逆にいえば，そ
のような議論は，現実に対する一次近似としては
意味を有する。問題は，拙稿のような議論が成り
立つ前提条件をはっきりさせるということであろ
う。なお，この問題については注13も参照された
い。

9 ）Sraffa（1960），ChapⅣ。ただしそこでは賃金の後
払いが仮定されている。

10）この点についてはMatsuo（2010），p.2301を参照の
こと。なお，この柴田のモデルにおける利潤の源
泉の問題については西（2014）。

11）この転化プロセスは柴田（1942），83-84ページに
おいても述べられている。ただしそこでは消費財
単位で考えられている。なお，このような転化プ
ロセスは，パシネッティが，マルクスの（価値から
価格への）転化論として理解している方法と相似
的である。パシネッティ（1988），65ページ。

12）付言しておくと，ここでは賃金先払いで考えてい
るが賃金後払いで考えても同様な類似性が見いだ
される。なお，なぜこの方程式に名前をつけるの
が難しいかというと，以下のような理由による。消
費財単位で考え，単純再生産が行われ一単位の消
費財が純生産されるとしよう。生産された補填用
の資本財についた利子は次期の資本にそのまま残
る。しかし，一単位の消費財のうち，wt2 単位だけ
が労働者に次期首に前貸しとして支払われ資本に
復帰するが，それに今期についた利子分（つまり
1 －wt2 単位）は資本家が消費してしまうため，資
本からは離脱する。よって，このκを来期首に存
在する資本量，といってしまうと，その分だけ量
を過大評価してしまうことになるからである。し
かし，かといってκは今期首の資本量とも異なっ
ている。そういう事情がある。

13）拙稿でも述べたように，消費財で考えれば，ベー
ム流の平均生産期間θは本稿の記号ではS2/t 2 で
あり，これは生存基本で考えた場合の資本産出量
比率と考えることができる。他方，複利利子を考
慮した場合，資本産出量比率は，κ2/p2 となり，こ
の二つは利子率がゼロの場合にしか一致しない

（利子率が限りなく低い場合には，θは真の資本
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産出量比率の近似とはなろうが）。またこのκ2/p2

は，1 ＝wt2（1 ＋r）θから得られるθとも一般的
に等しくないであろう。

14）なお，以上のように式の対応関係が明らかになっ
たのであるから，資本の有機的構成が等しい場合
に成立する価値と直接労働量，価値と価格との関
係などは，そのまま生存基本と資本κにも当ては
まることとなる。

15）【補論】を参照されたい。
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